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令和３年度の各機関の取組 目次

1

①想定最大規模外力を対象とした洪水浸水想定区域図を元にした洪水ハザード
マップの策定・周知

②小中学校における水災害教育の実施

③要配慮者利用施設における避難計画の策定及び訓練の促進

④優先的に対策が必要な堤防整備や河道掘削などの治水安全を向上させるための
ハード対策

⑤防災気象情報の改善

⑥円滑かつ迅速な避難に資するための防災行政無線の補強などのハード整備

⑦住民の防災意識と知識を高め、水害から身を守る力を育むために、市民向けの防
災講座を実施

⑧水位、雨量情報のさらなる周知

＜鈴鹿川外・雲出川外・櫛田川外・宮川外河川の減災に係る取組方針＞



①想定最大規模外力を対象とした洪水浸水想定区域図
を元にした洪水ハザードマップの策定・周知

2

機 関 名 概 要

亀山市 水害リスク情報の空白域の解消

川越町 ハザードマップの更新・周知

多気町 水害リスク情報の空白域の解消

朝日町 水害リスク情報の空白域の解消

菰野町 水害リスク情報の空白域の解消

三重県河川課 洪水浸水想定区域図の作成

四日市建設事務所 洪水浸水想定区域図の指定・公表



令和３年度 ⼤規模氾濫減災協議会の取り組み
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【水害リスク情報の空白域の解消】 【持続的な水災害教育の実施と伝承】

〇検討項目

令和３年度に三重県が

浸水想定区域を追加し

たことにより、ハザード

マップの修正を検討し

ています。

・「わたしの防災マップ」による啓発伝承などの防災に関する出前講

座を行いました。小学校での防災教育等を５回行うことで、持続的

な水災害に対する意識付けを行いました。
風水害ハザードマップ作成

宅地開発等の
個別対応

・令和２年度に作成したハザードマップの啓発に努めました。宅地開

発等に対し個別に相談対応しています。

検討事項

亀山市



【目標（コンセプト）】

台風や豪雨災害から身を守るため、ハザードマップの周知徹底や小学生を対象とした防災教室、高齢者

を対象とした防災講座を開催することにより、水害を知ってもらうとともに、要配慮である子どもや高齢者の
防災意識を高めることで受講者やその家庭における防災力のブラッシュアップを図る。

【ハザードマップの更新・周
知】
平成29年度に更新したハ

ザードマップを全戸配布し、転
入者へも転入時に配布してい
る。配布後も地区の防災訓練
に活用するなど、ハザードマッ
プの必要性を周知している。

【防災教室】
指定緊急避難場所などの見学をとおして、

想定される災害を知ってもらうとともに施設
の役割の学んだり、備蓄品を実際に見たり、
質問したりすることで、災害を身近な問題とし
て意識してもらう。

子どもの防災意識を高め、家庭内で保護
者と防災について話してもらうことで、家庭の
防災意識の向上と、防災対策の充実に繋が
るようにする。

【防災講座】
高齢者を対象とした風水害に関する防災講

座を開催し、風水害について過去の災害事
例などを通じて、自分の命を守るために平時
から備えるべきことを考え、実践してもらう。

また、ハザードマップの見方を説明し、自分
はどのタイミングでどこに避難するかといった
マイタイムラインの作成を促した。高齢者等
避難に時間がかかる方の防災意識を高める
ことで、円滑な避難ができるようにする。
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川越町



【多気町】 ①重点項目 水害リスク情報の空白域の解消

保育園などの要配慮者利用施設が作成した避難確保
計画が、実効性を確保できるようにアドバイスなどを
行った。

また、避難確保計画に基づいた避難訓練への支援を
行った。

町総合防災訓練での啓発の様子

防災重点農業用ため池の見直しを実施した。これに関連して町総合防災訓練の会場に
「ため池ハザードマップ」を掲示し、ため池による水害リスクについて啓発を行った。
また、広報誌に浸水想定図に関する記事を掲載した。

浸水想定図に関する記事

【多気町】 ③重点項目 実効性のある要配慮者施設の避難確保計画の作成推進
と避難訓練の実施

保育園の避難訓練の様子
5

多気町



大規模氾濫協議会 R3取組資料

【水害リスク情報の空白域の解消（高潮ハザードマッ
プ作成】

【高齢者の避難行動への理解促進（避難行
動要支援者の個別避難計画作成】

・朝日町ハザードマップ防災に想定最大規模の高潮による氾濫が発生した
場合の浸水想定区域を掲載した高潮ハザードマップを追加。
・各種別ハザードと見比べることができるよう一面にマップを集約。

【新ハザードマップ】

【旧ハザードマップ】

・令和3年度においては、2地区（小向地区・縄生地区）の班長会に
て制度、計画作成に関する説明会を実施。
・各班で要支援者に対する援助者を選定依頼。

【説明会の様子】

【班毎に要支援者宅地図作成】

・町は避難行動要支援者について名簿を作成

・町は名簿情報の提供及び個別避難計画作成に

ついての同意確認（対象者宅訪問）

・同意者名簿、非同意者名簿が完成

・町と避難援助等関係者（名簿提供先）で協定

締結

・町は同意が得られた方（同意者名簿）を避難援助

等関係者へ提供

・自治区（自主防災組織）等は、援助者を確保する

とともに、民生委員・児童委員や町の協力により個

別避難計画を作成

・個別避難計画を町、避難援助等関係者、避難行

動要支援者本人、援助者が共有

①避難行動要支援者

名簿作成（情報収集）

②同意確認

③名簿提供に関する協

定の締結

④名簿情報の提供

⑤個別避難計画の作成

⑥個別避難計画の共有

・きずな防災カード及び個別計画の内容については本人に確認し、修正がある場合は随時

回収し修正する。

【計画作成までの流れ】
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朝日町



令和３年度 取組報告

水害リスク情報の空白域の
解消

【概要】
転入者が菰野町の災害リスクを

把握できるようハザードマップの
配付を継続して行っています。

流域の水災害の早期把握に
資する防災情報の提供

【概要】
令和２年度に河川カメラを設置、

令和３年度からその映像を公開して
おり、河川の水位状況を住民が見る
ことができます。
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菰野町



頻発する豪雨災害への備えとして、R3年度末までに 「洪水浸水想定区域図」を三重県が管理する全ての河川で作
成しました。また、R3年度に策定した河川DX中期計画に基づき、「危機管理型水位計」、「簡易型河川監視カメラ」を

充実させ、水災害の早期把握に資する情報提供を行います。また、危機管理型水位計に氾濫が開始する前段階の
水位として、新たに危険水位を設定し、住民の避難行動の参考となる水位を設定・運用します。

【危機管理型水位計・監視カメラの設置】

三重県ではR3末までに危機管理型水位計213基、簡易
型河川監視カメラを44基を県管理河川に設置

R4以降は、R3年度に策定した河川DX中期計画に基づ
き、水防活動上重要な箇所への設置を進めます。

三重県河川課洪水浸水想定区域図・危機管理型水位計・簡易型河川監視カメラ

【危機管理型水位計に危険水位を追加】

河川横断図に危険
水位ライン（赤色）を
表示。水位ラインを
超えると、水位計の
表示が赤色に変化。

これまで設置した危機管理型水位計の内、水位周知区
間内に設置した39基において、氾濫が開始する前段階
の水位として、危険水位をR4年中に設定します。

※他県事例

R

4
年
追
加

(

水
位
周
知
区
間
内
の
み)

こ
れ
ま
で

三重県ではR3末
までに洪水浸水
想定区域図を三
重県が管理する
全ての河川（546
河川）において作
成しました。

県管理河川

全河川で作成し
水害リスク情報の
空白域を解消

【洪水浸水想定区域図の作成】

順次、指定・公表

関係市町への
データ提供

浸水ナビへの
データ反映

オープンデータ

による民間サー
ビスの促進

を実施します。
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三重県河川課



洪水浸水想定区域図の指定・公表

洪水時の円滑かつ迅速な避難に資する資料として、洪水浸水想定区域図の指定・公表を行います。
・令和3年7月の水防法の改正に伴い、洪水予報河川・水位周知河川以外の河川も洪水浸水想定区域図の指定対象として追加されたため、

四日市建設事務所管内の県管理河川全ての洪水浸水想定区域図の指定・公表を行います。

2 1 3

4

5
6
8

12
9

位 置 図

10

11

7

13

対象河川

番号 河川名 延長（km）

鈴鹿川水系（指定区間） 1.2

1 春雨川 0.4

2 小池川 0.2

3 谷川 0.6

番号 河川名 延長（km）

朝明川水系 20.1

4 朝明川 7.7

5 田光川 4.9

6 杉谷川 3.1

7 田口川 3.7

8 焼合川 0.7

番号 河川名 延長（km）

海蔵川・三滝川水系 21.3

9 竹谷川 7.5

10 三滝川 4.3

11 矢合川 2.1

12 金渓川 4.8

13 赤川 2.6

⽵⾕川浸⽔想定区域図（案）

公表資料
・洪水浸水想定区域図
（想定最大規模）（計画規模）

・洪水浸水想定区域図【浸水継続時間】
（想定最大規模）

・家屋倒壊等氾濫想定区域図
（氾濫流）（河岸浸食）
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四日市建設事務所



②小中学校における水災害教育の実施
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機 関 名 概 要

鈴鹿市 学校や地域等で防災出前講座や避難訓練を実施

亀山市 「わたしの防災マップ」による啓発伝承などの防災に関する出前講座の実施

川越町 防災教室、防災講座の実施

南伊勢町 持続的水災害教育の実施と伝承



【重点項目】持続的な水災害教育の実施と伝承

大規模氾濫減災協議会 令和３年度取り組み実績

学校や地域等で防災出前講座や避難訓練を実施（令和３年度計77回）

令和３年度においては、10小学校にて防災教育の支援を実施。

小学校での防災講話の様子

放課後等デイサービスでの
防災講話の様子

自治会や企業での防災講話や避難訓練の様子小学校でのリモート形式を用いた
防災講話の様子

11

鈴鹿市



令和３年度 ⼤規模氾濫減災協議会の取り組み
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【水害リスク情報の空白域の解消】 【持続的な水災害教育の実施と伝承】

〇検討項目

令和３年度に三重県が

浸水想定区域を追加し

たことにより、ハザード

マップの修正を検討し

ています。

・「わたしの防災マップ」による啓発伝承などの防災に関する出前講

座を行いました。小学校での防災教育等を５回行うことで、持続的

な水災害に対する意識付けを行いました。
風水害ハザードマップ作成

宅地開発等の
個別対応

・令和２年度に作成したハザードマップの啓発に努めました。宅地開

発等に対し個別に相談対応しています。

検討事項

亀山市



【目標（コンセプト）】

台風や豪雨災害から身を守るため、ハザードマップの周知徹底や小学生を対象とした防災教室、高齢者

を対象とした防災講座を開催することにより、水害を知ってもらうとともに、要配慮である子どもや高齢者の
防災意識を高めることで受講者やその家庭における防災力のブラッシュアップを図る。

【ハザードマップの更新・周
知】
平成29年度に更新したハ

ザードマップを全戸配布し、転
入者へも転入時に配布してい
る。配布後も地区の防災訓練
に活用するなど、ハザードマッ
プの必要性を周知している。

【防災教室】
指定緊急避難場所などの見学をとおして、

想定される災害を知ってもらうとともに施設
の役割の学んだり、備蓄品を実際に見たり、
質問したりすることで、災害を身近な問題とし
て意識してもらう。

子どもの防災意識を高め、家庭内で保護
者と防災について話してもらうことで、家庭の
防災意識の向上と、防災対策の充実に繋が
るようにする。

【防災講座】
高齢者を対象とした風水害に関する防災講

座を開催し、風水害について過去の災害事
例などを通じて、自分の命を守るために平時
から備えるべきことを考え、実践してもらう。

また、ハザードマップの見方を説明し、自分
はどのタイミングでどこに避難するかといった
マイタイムラインの作成を促した。高齢者等
避難に時間がかかる方の防災意識を高める
ことで、円滑な避難ができるようにする。
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川越町



宮川外大規模氾濫減災協議会 取組状況

【目的】
〇大規模な自然災害発生時に、自ら考え、行動できる人材を育む
・自分の身は自分で守る力をつける
・防災・減災の知識を向上させ、地域のリーダーの育成を図る。

＜実施内容＞
〇南伊勢高校（南勢校舎）防災特別授業
・自然災害のリスク（防災安全課）
・タウンウォッチング（災害ボランティアコーディネーター）
・防災ゲームクロスロード（三重県教育委員会事務局）
・ゼロ次の備え、Ｍｙまっぷランの作成（防災安全課）
・避難所での対応（船越区長）・避難所運営ゲーム（三重大学_水木助教）
・災害から身を守る、地域を守る（三重大学_川口准教授）
・防災研修（阿倍野防災センター；あべのタスカル）
〇インターンシップ事業（南伊勢高校生_防災安全課）
〇子育て支援センター・子育てサロンでの防災講話（防災安全課）
〇教頭会（町内小中学校教頭、南伊勢町教育委員会、防災安全課）

対策名：持続的水災害教育の実施と伝承
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南伊勢町



三重大学、三重県、災害ボランティアコーディネーターとの連携

地元区長、防災安全課による授業

災害ボランティアコーディネーター

三重県教育委員会三重大学 水木助教

南伊勢町船越区長

南伊勢町防災安全課 南伊勢町防災安全課

三重大学 川口准教授

タウンウォッチング

避難所運営ゲーム

避難所の実地調査

防災講話ゼロ次の備え・Ｍｙまっぷラン

宮川外大規模氾濫減災協議会 取組状況
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南伊勢町



③要配慮者利用施設における避難計画の策定
及び訓練の促進
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機 関 名 概 要

鈴鹿市 要配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練の実施

朝日町 高齢者の避難行動への理解促進（避難行動要支援者の個別避難計画作成

多気町 要配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練の実施

明和町 水防法・土砂法に基づく要配慮者施設の指定の追加

三重県防災砂防課 市町担当者向け勉強会を実施



【重点項目】実効性のある要配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練
の実施

R3年度に避難確保計画が未作成の施設に対して訪問
を行い，避難確保計画の作成を促した。

その結果，未作成であったすべての施設から避難確保
計画の作成・提出があり，避難確保計画作成率100％
を達成。

大規模氾濫減災協議会 令和３年度取り組み実績

避難確保計画の作成推進

令和４年 月　作成

0

水防法に基づく要配慮者利用施設
避難確保計画

令和４年３月１日
要配慮者利用施設における一斉避難訓練

河川浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内にある
要配慮者利用施設において，市が支援する一斉避難
訓練の実施。

河川浸水想定区域内及び土砂災害警戒区域内にある
要配慮者利用施設の全７４施設が避難確保計画を作成

病院での避難訓練の様子 障害者支援施設での避難訓練の様子

保育園での避難訓練の様子

17

鈴鹿市



大規模氾濫協議会 R3取組資料

【水害リスク情報の空白域の解消（高潮ハザードマッ
プ作成】

【高齢者の避難行動への理解促進（避難行
動要支援者の個別避難計画作成】

・朝日町ハザードマップ防災に想定最大規模の高潮による氾濫が発生した
場合の浸水想定区域を掲載した高潮ハザードマップを追加。
・各種別ハザードと見比べることができるよう一面にマップを集約。

【新ハザードマップ】

【旧ハザードマップ】

・令和3年度においては、2地区（小向地区・縄生地区）の班長会に
て制度、計画作成に関する説明会を実施。
・各班で要支援者に対する援助者を選定依頼。

【説明会の様子】

【班毎に要支援者宅地図作成】

・町は避難行動要支援者について名簿を作成

・町は名簿情報の提供及び個別避難計画作成に

ついての同意確認（対象者宅訪問）

・同意者名簿、非同意者名簿が完成

・町と避難援助等関係者（名簿提供先）で協定

締結

・町は同意が得られた方（同意者名簿）を避難援助

等関係者へ提供

・自治区（自主防災組織）等は、援助者を確保する

とともに、民生委員・児童委員や町の協力により個

別避難計画を作成

・個別避難計画を町、避難援助等関係者、避難行

動要支援者本人、援助者が共有

①避難行動要支援者

名簿作成（情報収集）

②同意確認

③名簿提供に関する協

定の締結

④名簿情報の提供

⑤個別避難計画の作成

⑥個別避難計画の共有

・きずな防災カード及び個別計画の内容については本人に確認し、修正がある場合は随時

回収し修正する。

【計画作成までの流れ】

18

朝日町



【多気町】 ①重点項目 水害リスク情報の空白域の解消

保育園などの要配慮者利用施設が作成した避難確保
計画が、実効性を確保できるようにアドバイスなどを
行った。

また、避難確保計画に基づいた避難訓練への支援を
行った。

町総合防災訓練での啓発の様子

防災重点農業用ため池の見直しを実施した。これに関連して町総合防災訓練の会場に
「ため池ハザードマップ」を掲示し、ため池による水害リスクについて啓発を行った。
また、広報誌に浸水想定図に関する記事を掲載した。

浸水想定図に関する記事

【多気町】 ③重点項目 実効性のある要配慮者施設の避難確保計画の作成推進
と避難訓練の実施

保育園の避難訓練の様子
19

多気町



重点項目に係る明和町における取組

◎⽔防法・⼟砂法に基づく要配慮者施設の指定について

R２年度まで ⇒ 櫛⽥川周辺の施設

R３年度 ⇒ 上記に⼤堀川・笹笛川周辺の施設を追加

※R４年度中に新たに追加となった施設へ「避難確保計画」
の作成を依頼し、⽀援予定。

20

明和町



重点項目（実効性のある要配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練 の実施）

■ 市町担当者向け勉強会を実施

市町担当者と県担当者により、市町が作成する⼟砂災
害ハザードマップ、洪⽔ハザードマップの作成や、避難確保
計画の策定に対する要配慮者利⽤施設への対応等、意
⾒交換を⾏いながら、⾃助、共助につながる取組を強⼒に
⽀援

市町の開催する要配慮者利⽤施設の管理者を対象に⼟
砂災害防⽌法、⽔防法に基づく避難確保計画作成⽀援
講習会に参加し連携することで、避難確保計画の重要
性や、避難確保計画作成の⼿引きのポイントを説明する
などの⽀援

市町の開催する避難確保計画作成支援講習会市町担当者との避難確保計画作成等の意見交換会

21

大規模氾濫減災協議会のR3年度 取組報告について
三重県防災砂防課



④優先的に対策が必要な堤防整備や河道掘削などの治水
安全を向上させるためのハード対策

22

機 関 名 概 要

玉城町 準用河川外城田川の整備

大紀町 河道掘削、渓流流倒木撤去の実施

鈴鹿建設事務所 河道拡幅、堆積土砂撤去、砂防堰堤の整備

四日市建設事務所 堤防整備等ハード対策の実施



取組③ 準用河川外城田川の整備 〔R元年度～〕

〇外城田川流域治水整備計画
平成29年の台風21号洪水における床上浸水の減少を目標に、
外城田川の整備計画を作成した。

当面の対応策
・市街地の溢水発生個所の流下能力の向上（河道掘削）
・洪水の逆流対策等の実施（フラップゲートなど）
・パラペット等による堤防の嵩上
・ソフト対策（避難計画の作成、水位計の活用、ため池の事前放流など）

〇緊急自然災害防止事業債の活用

・整備計画に基づく河道掘削、護岸補強（R元年度・２年度）

23

玉城町



取組③ 準用河川外城田川の整備

河道掘削

24

玉城町



宮川外大規模氾濫減災協議会 R3取組資料

【大内山川：河道掘削】 【渓流流倒木撤去】

差し替え
掘削

施工後

施工前

・河川整備計画目標流量を安全に流下させるために、河道掘削を行
い水位低下を図る。

・R3年度には、町内３か所において約２万m3の掘削工事を実施しま
した。

・令和３年度に、大紀町内5ヶ所において実施。

施工前 施工後

25

大紀町



鈴鹿川外大規模氾濫減災協議会

26

【椋川：河道拡幅 堆積土砂撤去】 【市ノ谷川：砂防堰堤の整備】
市ノ谷川は、鈴鹿山脈の南端で新名神高速道路を横断する流域
0.62㎞2の渓流である。

渓流内には大量の不安定土砂が堆積しているため、今後の集中豪
雨により、土石流の発生するおそれがあることから、砂防堰堤及び
渓流保全工の整備を行い、地域の安心安全を確保する。

平面図

椋川は、近年において昭和49年及び平成7年に洪水被害が生じて

いることから、河川整備計画に基づく河道拡幅並びに護岸整備を
行っている。

また、堆積土砂により低下している河川の流下能力を回復するた
め、堆積土砂撤去を行っている。

施工後

椋川

堆積土砂撤去施工前河道拡幅施工前

鈴鹿建設事務所



堤防整備等ハード対策の実施

河川整備計画規模の洪水に対する計画的な治水対策として、二級河川三滝川や二級河川朝明川において堤防嵩上げ等を実施。
危機管理型ハード対策として、二級河川朝明川において堤防表法余裕高部分の張りコンクリート等を実施。

二級河川朝明川 河川整備計画区間

令和３年度 整備箇所

朝明橋

二級河川三滝川河川整備計画区間

令和３年度 整備箇所

近鉄
四日市駅

四日市駅

国道1号（朝明橋）

朝
明
川→

ＪＲ関⻄本線

27

四日市建設事務所



⑤防災気象情報の改善

28

機 関 名 概 要

津地方気象台
顕著な大雨に関する気象情報の提供
１日先の「危険度分布」の提供
線状降水帯による大雨の半日程度前からの呼びかけについて



津地方気象台

２）逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難⾏動のための取組
（２）円滑かつ迅速な避難に資する施設整備に関する事項
・防災気象情報の改善

令和３年度の取組状況

5）⼟砂災害に対する警戒避難体制を充実・強化するための取組
・⼟砂災害に対する警戒避難体制の整備

29

津地方気象台



【顕著な⼤⾬に関する気象情報の提供】 【１⽇先の「危険度分布」の提供】
・⼤⾬による災害発⽣の危険度が急激に⾼まっている中で、線状の
降⽔帯により⾮常に激しい⾬が同じ場所で降り続いている状況を
「線状降⽔帯」というキーワードを使って解説する情報です。

・ この情報は警戒レベル相当情報を補⾜する情報です。警戒レベ
ル４相当以上の状況で発表します。

⼤⾬災害発⽣の危険度
が急激に⾼まっている線
状降⽔帯の⾬域

線状降⽔帯に関する情報を補⾜する図情報の
イメージ

※ 「⾬雲の動き」（⾼解像度
降⽔ナウキャスト）の例

○○地⽅、○○地⽅では、線状降⽔帯による⾮常
に激しい⾬が同じ場所で降り続いています。命に危
険が及ぶ⼟砂災害や洪⽔による災害発⽣の危険
度が急激に⾼まっています。

線状降⽔帯に関する情報のイメージ
顕著な⼤⾬に関する〇〇県気象情報

台⾵による説明会等に限り、より⻑時間のリードタイムを確保した警戒の呼び
かけを⾏うため、1⽇先までの⾬量予測を⽤いた「危険度分布」の提供を開始。

令和２年７⽉豪⾬（最上川流域）
実況予測 ７⽉27⽇15時時点の21~27

時間先の予測（最⼤危険度） ７⽉28⽇15時時点

過⼩傾向

洪⽔

令和２年台⾵第10号⼟砂
実況予測 9⽉6⽇00時時点の21~27時間先

の予測（最⼤危険度） 9⽉7⽇00時時点

過⼤傾向で
はあるものの
概ね捕捉し
ている

対策メニュー 【主体】 短期 中・⻑期

■被害の軽減、早期復旧・復興のための対策
最新の⽔害資料による⼤⾬警報（浸⽔害）・洪⽔警報等の基準変更 【国】 実施済
顕著な⼤⾬に関する気象情報の提供 【国】 実施済
１⽇先の「危険度分布」の提供 【国】 実施済

気象に関する予測精度の向上 【国】
⾃治体が作成するタイムラインの⾒直しへの助⾔ 【国】
住⺠の⽔害リスクに対する理解・促進への取り組み 【国】
防災気象情報（キキクル等）の利活⽤の促進 【国】 30

津地方気象台防災気象情報の改善



土砂災害に対する警戒避難体制の整備 津地方気象台

【引き続き実施】
⼟砂災害警戒情報を発表する（毎年実施）
 気象庁HP掲載の⼟砂キキクルにより、⼟砂災害の危険度の提供（毎年実施）
 市の防災担当者へホットライン（毎年実施）

【令和３年度】
 ⼤⾬特別警報（⼟砂災害）、⼤⾬警報（⼟砂災害）・注意報の新基準の運⽤開始

31

津地方気象台



線状降⽔帯による⼤⾬の
半⽇程度前からの呼びかけ

令和4年5⽉24⽇
津地⽅気象台
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線状降⽔帯による⼤⾬の可能性を半⽇前からお伝えします

・線状降水帯による大雨の可能性をお伝え

・線状降水帯の雨域を表示

令和４年
６⽉１⽇〜
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線状降⽔帯による⼤⾬の可能性を半⽇前からお伝えします

 令和４年６⽉１⽇から、「顕著な⼤⾬に関する気象情報」の発表基準を満たすような線状降⽔帯
による⼤⾬の可能性がある程度⾼い場合に、「気象情報」において、半⽇程度前から地⽅予報区
単位で呼びかけ、情報の充実をはかります。（地⽅予報区︓全国を11ブロックに分けた地域）

※ 警戒レベル相当情報を補⾜する解説情報として発表します。

⼤⾬に関する○○地⽅気象情報 第〇号
○年○⽉○⽇○○時○○分 〇〇気象台発表

＜⾒出し＞
○○地⽅では、 ○⽇夜には、線状降⽔帯が発⽣して⼤⾬災害発⽣の危険度
が急激に⾼まる可能性があります。

＜本⽂＞
…（中略）…

［量的予想］
＜⾬の予想＞
○⽇○時から○⽇○時までに予想される２４時間降⾬量は、いずれも多い所で、
○○県 ○ミリ
○○県 ○ミリ
○○県 ○ミリ

の⾒込みです。
線状降⽔帯が発⽣した場合は、局地的にさらに⾬量が増えるおそれがあります。

…（中略）…

［補⾜事項］
今後発表する防災気象情報に留意してください。
次の「⼤⾬に関する○○地⽅気象情報」は、○⽇○時頃に発表する予定です。

⼤⾬が予想される際に発表される気象
情報に、線状降⽔帯発⽣の可能性に
ついて⾔及する

予想⾬量と併せ、線状降⽔帯が発⽣
した場合にはさらに状況が悪くなる可能
性があることを伝える

※ 原則、「〇〇地⽅」と記載します。（全般・地⽅・府県）
※ 全般気象情報は、「⼤⾬に関する全般気象情報」のほか、

「台⾵第〇号に関する情報」というタイトルで発表されることも
あります。

※ 05, 11, 17時頃以外は、⾒出しのみの発表とすることがあります。
⼤⾬に関する〇〇地⽅気象情報 第〇号
〇年〇⽉〇⽇〇〇時〇〇分 〇〇気象台発表

＜⾒出し＞
○○地⽅では、 ○⽇夜には、線状降⽔帯が発⽣して⼤
⾬災害の危険度が急激に⾼まる可能性があります。

＜本⽂＞
なし
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線状降⽔帯による⼤⾬の可能性が発表されたとき

 線状降⽔帯が発⽣すると、⼤⾬災害発⽣の危険度が急激に⾼まることがあるため、
⼼構えを⼀段⾼めていただくことを⽬的としています。 この呼びかけだけで避難を促す
わけではなく、ほかの⼤⾬に関する情報と合わせてご活⽤ください。

 市町村の防災担当の皆さまには、避難所開設の⼿順や⽔防体制の確認等、
災害に備えていただくことが考えられます。

 住⺠の⽅々には、⼤⾬災害に対する危機感を早めにもっていただき、ハザードマップ
や避難所・避難経路の確認等を⾏っていただくことが考えられます 。 
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線状降⽔帯による⼤⾬の可能性を伝えるタイミング

◆ 線状降⽔帯が発⽣する可能性がある時間帯の概ね半⽇前から６時間前まで
は、気象情報において、線状降⽔帯というキーワードを使って呼びかけます。

◆ 線状降⽔帯が発⽣する可能性がある時間帯まで概ね６時間未満となった場合は、
もはや⼼構えを⼀段⾼める段階ではなく、具体の避難⾏動が必要です。
そのため、線状降⽔帯の発⽣の可能性に特化するのではなく、より具体に⼤⾬
の状況を解説し、⼤⾬警報やキキクル等、様々な情報の活⽤を呼びかけます。

◆ 同じ地域で線状降⽔帯が繰り返し発⽣するような場合、最初に
「顕著な⼤⾬に関する気象情報」が発表された後は、⼀連の事象が終わるまで、
発⽣の可能性ではなく、線状降⽔帯というキーワードを⽤いて発⽣後の
呼びかけを⾏います。
気象庁HPの楕円表⽰が継続している場合の解説例

○○地⽅を中⼼に、線状降⽔帯による⾮常に激しい⾬（猛烈な⾬）の降りやすい状況が続いています。これまでの⼤⾬により地盤が緩んでいる所
（や洪⽔の危険度が⾼まっている河川）があり、引き続き、⼟砂災害（や河川の氾濫）に厳重な警戒が必要です。

○○地⽅では、線状降⽔帯による⾮常に激しい⾬（猛烈な⾬）が続いています。引き続き、⼟砂災害、河川の氾濫に厳重に警戒してください。

気象庁HPの楕円表⽰は継続していないが、
降⽔が再度組織化し⾮常に激しい⾬（や猛烈な⾬）の降る可能性があると判断する場合の解説例



⑥円滑かつ迅速な避難に資するための
防災行政無線の補強などのハード整備
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機 関 名 概 要

大台町
防災・行政情報配信システム整備事業
災害からライフラインを守る事前伐採事業

玉城町 防災行政無線の更新

度合町 防災行政無線デジタル化整備



宮川外大規模氾濫減災協議会 R3取組資料

【被害の軽減、早期復旧・復興のための対策】

 防災・行政情報配信システム整備事業

行政からの情報を個人のスマートフォンなどに配信す
るシステム（スマホアプリ）を整備しました。

システム連携（例）

 災害からライフラインを守る事前伐採事業

台風などの倒木が原因の電線寸断による長期の停電を防
ぐため、三重県及び中部電力パワーグリッドと連携し、電線
を寸断する恐れのある樹木を事前に伐採しました。

伐
採
前

伐
採
後

伐
採
中

広報誌表紙
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大台町



老朽化した親局・子局、個別受信機、の更新

更新期間 令和元年度から令和３年度

概算事業費 約３億５千万円

事業内容 親局 1局 子局 7局

個別受信機 4,800台（全戸無償配布）
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取組② 防災行政無線の更新

【デジタル化】 〔R元年度～〕

玉城町



円滑かつ迅速な避難に資するための防災行政無線の整備
（防災行政無線デジタル化整備）

防災行政無線デジタル化整備完了。機器の更新、高規格スピーカー・
地区遠隔制御装置の導入などにより、避難体制を強化。

〇無線放送のワンオペレーション操作で、多
様なメディアに同時配信。伝達漏れの最小化、
難聴地域対策、聞き逃し防止

〇避難所等公共施設、高齢者施設、

危険地域内の住宅に戸別受信機を設置

40

度会町



⑦住民の防災意識と知識を高め、水害から身を守る力を育
むために、市民向けの防災講座を実施
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機 関 名 概 要

四日市市 防災マップ説明会等

伊勢市 防災マネージャーおよび防災アドバイザーによる防災講習の実施

玉城町 地域への防災講話等の実施

三重県防災砂防課 土砂災害防止月間（6月）等における広報活動、防災訓練の実施
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四日市市水防法改正に伴う防災マップ改正ワークショップ 概要 1/2

住民ワークショップの実施概要

平成３０年度 鈴鹿川水系（鈴鹿川・内部川）
のワークショップの様子

令和元年度 朝明川水系のワークショップの様子

 平成30年度は鈴鹿川水系（鈴鹿川・内部川）、令和元年度は朝明川水系、
令和２年度は三滝川・海蔵川水系、令和３年度は天白川・鹿化川水系およ
び内部川(上流部)・鎌谷川・足見川の対象地域で住民ワークショップによ
り、防災マップ（洪水ハザードマップ）の作成、検討を実施した。

 住民ワークショップは各地区にて３回実施

 地区防災組織を中心とし、多様な主体の参画を募る

実施回 開催日程 会場 内容

第1回
令和3年
11月29日
～12月18日

各地区市民
センター

• ワークショップ
– 趣旨説明
 逃げどきマップ（素案）
 気づきマップ（素案）

– テーブル意見交換・発表
 危険箇所等の情報聴取

第2回
令和4年
2月19日
～3月5日

各地区市民
センター

• ワークショップ
– 第１回を受けた修正点の説明
 逃げどきマップ（修正案）

– テーブル意見交換・発表
 防災カルテ（案）の意見聴取

 地区内の危険箇所等の掲載内容の確認

第3回
令和4年
3月13日

四日市市
総合会館
（オンライン
配信）

• 講演（講師：東京大学 片田敏孝特任教授）
– 各地区で行われたワークショップのまとめおよび

報告
– 逃げどきマップ、気づきマップの提示

令和３年度ワークショップの概要

令和２年度 三滝川・海蔵川水系のワークショップの様子

ワークショップは感染
症対策の上で実施

成果報告会は
オンラインで実施し、
Youtube配信



水防法改正に伴う防災マップ改正ワークショップ 概要 2/2

43

四日市市

 ワークショップで
聴き取った、災害
に関する記録や
過去の災害発生
箇所、避難の際の
危険な箇所、地域
に残したい知識や
知恵等を地図に
落とし込み掲載

表面

四日市市洪水ハザードマップ（鈴鹿川水系）

裏面

四日市市防災カルテ

 単なるハザードマップという位置づけだけでなく、“自立ある防災”を地域で進められるような“リスクコミュニケーションツール”として位置づけ。

 四日市市民が、「ハザードマップ」を“主体的に活用”することで、 “災害に向き合う姿勢”がこの地に暮らす上での“あたりまえ（住まう作法）”として根づい
た地域づくりを目指す。

 今後の地域での“みんなで逃げる
・みんなで備える（地区防災計画
の作成）”取組みのために、地区
ごとの災害特性を分析し、各地区
に応じた防災上、注意すべき事項
等をまとめた防災カルテを作成



〇防災マネージャーおよび防災アドバイザーによる防災講習の実施

 まちづくり協議会の防災講習会を実施
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防災講習の実施 伊勢市
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取組① 地域への防災講話等の実施

町防災技術指導員による講話

玉城町



大規模氾濫減災協議会のR3年度 取組報告について

重点項目（実効性のある要配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練 の実施）

■ ⼟砂災害防⽌⽉間（6⽉）等における広報活動、防災訓練を実施
県政だより「6⽉号」による広報活動

県内各地の⾃治会単位等で、防災意識と地域防災⼒の向上を図るため、⼟砂災害に関する情報の伝達
や住⺠避難の訓練を実施しました。

自宅訪問による安否確認
避難所参集

避難所内間仕切り設営

避難所受付
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三重県防災砂防課



⑧水位、雨量情報のさらなる周知
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機 関 名 概 要

伊勢市 定点カメラの設置

玉城町
危機管理型水位計 設置
河川監視カメラのライブ映像 配信
雨量観測装置 設置

度合町 監視カメラ設置・画像配信

菰野町 流域の水災害の早期把握に資する防災情報の提供

三重県防災砂防課
三重県土砂災害情報提供システムによる土砂災害警戒区域等の表示
土砂災害警戒情報の発表
三重県土砂災害情報提供システムにより危険度を発信



定点カメラの設置

○令和3年度
定点カメラ設置箇所

汁谷川

桧尻川

矢田川

・令和3年度 3基設置
桧尻川
矢田川
汁谷川
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伊勢市



〇避難確保計画の策定

49

取組① 住民の避難対策

〇住民への情報提供

危機管理型水位計 （１河川） ３箇所

河川監視カメラのライブ映像配信（２河川） ３箇所

雨量観測装置 １箇所

〇ハザードマップの周知 〔R元年度改訂〕

浸水区域内の１５施設へ要請・策定支援 （令和２年度から）

地域への防災講話等の実施

総合防災マップ・外城田川治水整備計画説明会

玉城町



流域の水災害の早期把握に資する防災情報の提供
（監視カメラ設置・画像配信）

監視カメラを増設し、河川の増水、道路の現況確認が可能。町
HPで画像をライブ配信。

浸水実績のある県道等を望む配信画像

- 既 設 - 県道度会玉城線内城田大橋

- 新 設 - 主要地方道伊勢大宮線立岡地内

町道学校上久具線久具都比売橋

主要地方道伊勢南島線川口地内

【監視カメラ設置箇所 計４箇所】

〇橋梁及びその周辺

〇浸水実績区域

〇事前雨量規制（通行止め）区間
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度会町



令和３年度 取組報告

水害リスク情報の空白域の
解消

【概要】
転入者が菰野町の災害リスクを

把握できるようハザードマップの
配付を継続して行っています。

流域の水災害の早期把握に
資する防災情報の提供

【概要】
令和２年度に河川カメラを設置、

令和３年度からその映像を公開して
おり、河川の水位状況を住民が見る
ことができます。
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菰野町



○ リスク情報をより分かりやすく伝えることで地域住⺠の理解を深めるとともに、⾃助・共助を強⼒に⽀援す
ることで、地域全体の防災⼒を向上

■三重県⼟砂災害情報提供システム
による⼟砂災害警戒区域等の表⽰

指定完了箇所について「三重県⼟砂災害情
報提供システム」での情報発信により⼟砂災
害に対する認知度を向上

みんな
で

まもる

パソコン画面

スマートフォン
画面

■⼟砂災害警戒情報の発表

土砂災害警戒情報画面

大規模氾濫減災協議会のR3年度 取組報告について

重点項目（実効性のある要配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練 の実施）

三重県と津地⽅気象台は、⼟砂災害発⽣の危険性が⾼まったとき
、⼟砂災害警戒情報を発表します。
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三重県防災砂防課



大規模氾濫減災協議会のR3年度 取組報告について

重点項目（実効性のあるよう配慮者施設の避難確保計画の作成推進と避難訓練 の実施）

■ 三重県⼟砂災害情報提供システムにより危険度を発信
県⺠のみなさんの避難⾏動や市町による避難指⽰等の発令を適時・適切に⾏っていただけるよう、「三重県⼟砂災
害情報提供システム」を運⽤しています。
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三重県防災砂防課


